




































































































































































































































































































































































































北海道 21.1 3,143 8.4 7,183 7.6 13,771 6.9 31,457 6８































甲信越 ２１３７ ６294 6.6 1１ 265 2２ 936
北陸 １489 ３662 ６606 3.3 １４ 312 3.1
東海 ７９ ３633 ９050 2０ 806 10.4 4６ 714 1０．１


















































沖縄 0.6 １２９ 0.3 251 585 0.3 ３908




































北海道 5.3 5.3 5.2 5.0













甲信越 5.9 ５５ ５２ 4.9
北陸 ２９ 2.8 2.7
東海 10.5 1０７ １１．０ 11.3




















沖縄 0.9 0.9 0.9
全国 100.0 100.0 100.0 100.0
地域開発政策の論理と帰結～一全総・新全総を中心に～（上）
一方，北関東，山陰，四国，南九州といった，６０年代を通じて公共投資配分比率を低下させ続けてきた
地域では，この時期に入って比率上昇に転じている。また，山陽や北九州は前期（65～69年）からの比率
上昇傾向をこの期間に入ってからも持続させている。総じて，中国，四国，九州など西日本の各地域にお
いて．公共投資配分比率が上昇している。
北海道，東北，甲信越，北陸も，６０年代を通じて公共投資配分比率を低下させ続けてきた地域であるが，
こちらはこの期間に入っても比率が上昇に転じることはなく，６０年代から70年代前半まで一貫して全国に
占める比率を低下させ続けたことがわかる。
次に，再びく図表４〉を参照しつつ，「全国に占める人口の比率」と「全国に占める公共投資の比率」
を見比べてみよう。そうすると，この期間（70年代前半）を通じて後者（公共投資）が前者（人口）を上
回っている地域は，北海道．南関束，甲信越，北陸，山陽，山陰である。前期（65～69年）と比べて新た
に山陽山陰が加わった。ただ，山陰に関して言えば．公共投資が伸びたことは確かであるが，それ以上
に人口減少の度合いが大きかったことが影響している。
一方．前期（65～69年）にこのグループに属していた東海および近畿では，この期間に入って前者（人
口）が後者（公共投資）を上回ることとなった。これは両地域とも，公共投資の伸び以上に人口増加が大
きかったことによるものである。南関東が初めて全国に占める公共投資の比率を低下させ，かつ依然とし
て大規模な人口増加を続けているにもかかわらず，依然として後者（公共投資）が前者（人口）を上回る
状態を持続させていたのとは対照的である。南関東（特に東京）では，「密集の弊害」是正のためのみな
らず，中枢管理機能の集中強化の観点から．この期間においても相対的に手厚い公共投資が続けられたの
である。
この期間において「全国に占める公共投資の比率」よりも「全国に占める人口の比率」の方が高い地域
は．東北．北関東，四国，北九州，南九州，それに東海．近畿であった。このうち，東北や四国，九州と
いった周縁地域は，前述のように，いずれも70年代に入って公共投資の配分比率を上昇させている。しか
しながら，それでも依然として，人口比率ほどの公共投資配分は受けていないのである。これらの地域は，
55年から70年に至るまで一貫して全国に占める人口比率を顕著に低下させ続けているにもかかわらず．で
ある。７０年代に入ってこれらの地域の公共投資配分比率がようやく上昇に転じたのは確かであるが，それ
以前があまりにも低すぎたのである。それゆえ，７０年代に入ってから上昇に転じたとはいっても，そのよ
うな傾向を手放しで評価することはできない。
（以下次号）
＊本論文は，平成23年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金（基盤研究（Ｃ)）の交付を受け
た研究成果の一部である。
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